
中山間地域ふるさと活性化事業について
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１ 事業の概要
（１）⽬的
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本事業は中⼭間地域における農地や⼟地改良施設の
多⾯的機能の良好な発揮と地域住⺠活動の活性化を図
ることが⽬的

（２）基⾦
事業に要する経費の財源に充てるため、県では平成

５年度から「⻘森県中⼭間地域ふるさと活性化基⾦」
を造成し、その運⽤益等を活⽤して事業を実施
○中⼭間ふるさと⽔と⼟保全対策事業（通称：ふる⽔基⾦）
○中⼭間ふるさと⽔と⼟保全推進事業（通称：棚⽥基⾦）



２ ふる⽔基⾦の概要
（１）対象地域
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○ 中⼭間５法指定地域（過疎、⼭振、離島、半島、
特定農⼭村）

○ 市町村基⾦を設置している市町村
 

凡 例（事業対象地域） 

 五法指定地域 

 
市町村基金を造成してい

る市町村 

 
五法指定、かつ市町村基

金を造成している地域 

東通村 

三沢市 
鯵ケ沢町 藤崎町 

風間浦村 

外ヶ浜町 

蓬田村 

平内町 
六ケ所村 

今別町 

横浜町 

つがる市 

階上町 

田舎館村 

外ヶ浜町 

三戸町 

五所川原市 

黒石市 

十和田市 

中泊町 

田子町 

中泊町 

西目屋村 

東北町 

南部町 
新郷村

大鰐町 
八戸市 五戸町 

五所川原市 

弘前市 

野辺地町 

平川市 

おいらせ町 

大間町 

六戸町 
深浦町 

むつ市 
佐井村 

青森市 鶴田町 
板柳町 七戸町 

【対象外市町村】
藤崎町
おいらせ町
階上町

２ ふる⽔基⾦の概要
（２）事業内容
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① 調査研究事業 ② 研修事業 ③ 推進事業
① 調査研究事業
・ 地域住⺠活動の活性化を通じた⼟地改良施設及
び農地の機能の強化・保全に関する基本的対策等
の作成及びこれに要する調査

・ ⼟地改良施設及び農地の機能保全に資する⼯法
等の研究

② 研修事業
・ 地域住⺠活動の活性化に関する推進指導及び助
⾔等を⾏う⼈材の育成等



２ ふる⽔基⾦の概要
（２）事業内容
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③ 推進事業
・ 指導員等が⾏う⼟地改良施設⼜は農地の保全に
関する現地診断及び地域住⺠活動の活性化に関す
る推進指導

・ 地域住⺠の意識の向上及び保全対策事業の必要
性等の啓発・普及

（例）集落活動⽀援
啓発普及活動⽀援
地域活性化活動⽀援

３ ⽀援の内容
（１）集落活動⽀援
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・ 農地や⼟地改良施設の機能維持や活⽤、それらの
多⾯的機能の発揮に関する集落活動への⽀援

・ 農道や⽔路沿いの植栽活動への花苗・肥料の提供
・ ⽔⽥等で開催する⽣きもの観察会への調査⽤具、
バス借上げなどの提供

⽣きもの観察会植栽活動



３ ⽀援の内容
（２）啓発普及活動⽀援
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・ 農地等の持つ多⾯的機能や保全活動の重要性を広
く⼀般の⽅に啓発するための活動への⽀援

・ 施設⾒学会にかかるバス借上げ、⽔質調査キット
などの資材の提供

普及啓発イベント 施設⾒学会

３ ⽀援の内容
（３）地域活性化活動⽀援
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・ 地域住⺠と農家等が協⼒して⾏う地域の農業⽤施
設の補修等の活動への⽀援

・ 地域住⺠と農家等が協⼒して⾏うため池等の転落
防⽌柵や注意喚起看板の資材などの提供

ビオトープ池への
転落防⽌柵の設置

⽔路の補修



４ 活動の注意点
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○ 農地や⼟地改良施設を保全及び利活⽤する活動であ
り、継続的に地域共同活動が⾏われていくもの

○ 活動期間は１〜３年とし、年度ごとに活動⽬的に
沿った⽬標値の設定が必要（ただし、新たな⼜は発展
的な活動を⾏う場合は、その後も継続可能）

○ 地域住⺠活動の活性化に関する推進指導及び助⾔等
を⾏う指導員（または指導員予定者）のもとに活動が
⾏われること

○ 県⺠局が活動団体（指導員）に対し、物資の現物⽀
給やバス、会場等の⼿配を⾏うものであり、推進事業
の年度⽀援額は５０万円が上限

５ 実施の流れ
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↓ 実施したい活動と⽀援を受けたい内容を県⺠局に相
談の上、活動計画書を作成・提出

○活動計画書の作成（実施予定の前年度の１０⽉まで）

↓ 活動時期や必要な物資等を県⺠局と打ち合わせ、物
資等の提供を受け、活動を実施

○打合せ・活動実施（４⽉〜１２⽉）

↓ 活動状況を整理し、活動終了後、県⺠局に活動実績
報告書を作成・提出

○活動実績報告書の作成（２⽉まで）



６ ふる⽔基⾦の活⽤例
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ふる⽔基⾦は、中⼭間地域における取組に幅広く使え
る施策であり、中⼭間地域等直接⽀払制度の推進に資す
る活動にも有効活⽤が可能

＜活⽤例＞

○ 集落協定の広域化の検討（ワークショップの開
催、優良地区の現地視察など）

○ 新たに中⼭間直払を実施しようとする際の活動
組織の体制づくり（地域の話し合いの開催、先進
地視察等の実施など）


